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１．事業概要
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② 施　設　
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③ 料　金

別添１－２

小国町　　　　　　　　　　事業経営戦略

団 体 名 ： 山形県西置賜郡小国町

事 業 名 ： 小国町簡易水道事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～ 年度

事業の現況

供 用 開 始 年 月 日 昭和38年9月9日 計 画 給 水 人 口 1667

現 在 給 水 人 口 644

有 収 水 量 密 度 0.04 

水 源

浄水場設置数 -

配水池設置数 7

施 設 能 力 416 ㎥／日 施 設 利 用 率 43

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　整備の経緯経過が異なる7つの簡易水道で形成されており、それぞれ料金体系も異なる。
　各簡易水道ごとに基本料金、超過料金及び量水器使用料が設定されている。

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平成16年10月1日

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（一部）

施 設 数 管 路 延 長 36.6

千ｍ

　表流水　, 　ダム　, 　伏流水　, 　地下水　, 　受水　, 　その他

水 道
簡易水道



④ 組　織

（２）

（３）経営比較分析表等を活用した現状分析

これまでの主な経営健全化の取組

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体的
な方策としては、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付す
ること。

　別紙経営比較分析表により、類似団体と比較し、主要な指標ごとに評価を行っている。

・検針業務や簡易的な施設維持管理については、各簡易水道組合に委託し、経費の支出を抑えている。
・水質検査及び量水器交換業務については、上水道事業と共同で委託実施し、効率的な事業の執行により必要経費を削減している。

左図の水道業務担当と建設技術担当で連 携しな
がら、水道、簡易水道、工業用水 道、下水道を
担当している。



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

給水人口の予測

水需要の予測

料金収入の見通し

　給水人口は人口減少と同じく減少傾向が続いており、今後の人口増加は見込まれない。社会保障・人口問題研究所の推計によると、小国町の推計人口は令
和7年から令和17年にかけて約1,300人減少する予測であり、給水人口も同様の割合で減少すると予想しており、令和7年度から令和16年度にかけて約130人減
少するものとしている。
　給水人口を予測するにあたり、人口推移は人口問題研究所の人口予測を採用し、給水人口は、総人口の減少に比例して減少すると予想している。

　有収水量について、今後は給水人口と比例して水需要も減少すると予想される。

　今後の料金収入の見通しは、有収水量にほぼ比例する形で推移すると予想される。水需要と同様に、給水人口の減少と比例して料金収入も減少すると見込
まれる。



（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

組織の見通し

　給水人口の減少が続いているため、料金収入の増加は見込めないものと考えており、簡易的な施設維持管理については各組合に委託する、上水道事業と共
同実施する等の支出を抑える取り組みを行っている。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標 　必要最小限の投資とし、財政負担を軽減する。

　現在と同様に、水道業務担当及び建設技術担当での兼務で引き続き業務を行っていく。

・令和7年度は五味沢簡易水道、令和8年度は玉川簡易水道、令和9年度は叶水簡易水道の配水池施設計測機器等整備工事を計上している。
・その他大規模な修繕や更新は計画していない。



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標 　7簡水の料金体系統一に向けて検討する。

広 域 化 　予定なし

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

　予定なし

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

　予定なし

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　使用状況や固定資産調査を基に、耐用年数と施設の状態を考慮した上で検討していく。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　予定なし

そ の 他 の 取 組 　なし

・給水人口及びそれに伴う水需要の減少に比例して料金収入も減少していくものとして作成した。
・配水池施設計測機器等整備工事の財源は起債借入とした。
・一般会計からの繰入金は現在と同様とした。

・委託料に関する事項
　必要経費抑制のため、水道事業との共同実施や簡易的な維持管理を各組合に委託する等、今後も現在と同様の委託形態をとるものとした。
・修繕費に関する事項
　限られた予算の中で優先度の高いものから計画的に修繕を行う。
・動力費に関する事項
　今後も現在と同様に推移するものとした。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解
消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。



②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

料 金
　今後の経営状況により、各簡易水道組合と十分な協議を行った上で、令和8年と令和13年に料金改定を検討し、
以降定期的な見直しを継続していく。

企 業 債
　令和7年度の五味沢簡易水道、令和8年度の玉川簡易水道、令和9年度の叶水簡易水道の配水池施設計測機器等整
備工事については簡易水道事業債を活用することとする。

繰 入 金 　現在と同様に、地方債償還金基準内繰入分＋大滝簡易水道の地方債償還金基準外繰入金分とする。

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

　なし

そ の 他 の 取 組 　なし

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　PDCAサイクルを通じて経営戦略の内容を高めるため、策定後５年を目安にその時点までの進捗管理や経営指標
等の見直し、事後検証を行うこととする。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2025 年 度 2026 年 度 2027 年 度 2028 年 度 2029 年 度 2030 年 度 2031 年 度 2032 年 度 2033 年 度 2034 年 度

１． (A) 9,235 9,075 9,655 10,834 10,571 10,315 10,065 9,821 11,013 10,740 10,473 10,212 10,288
(1) 9,218 9,075 9,655 10,834 10,571 10,315 10,065 9,821 11,013 10,740 10,473 10,212 10,288
(2) (B)
(3) 17

２． 21,142 13,753 19,531 20,787 21,870 22,560 22,349 22,268 21,601 21,362 21,309 20,767 21,420
(1) 131 808 661 488 324 150 75 57 42 32 27 486

131 808 661 488 324 150 75 57 42 32 27 486

(2) 18,694 13,753 18,723 20,126 21,382 22,236 22,200 22,193 21,544 21,320 21,277 20,739 20,933
(3) 2,317

(C) 30,377 22,828 29,186 31,620 32,442 32,875 32,414 32,089 32,614 32,102 31,782 30,979 31,708
１． 28,368 29,245 30,125 31,627 32,983 33,939 34,005 34,101 33,556 33,437 33,500 33,069 32,536

(1)

手当
福利費

(2) 9,674 10,392 11,401 11,501 11,601 11,703 11,805 11,908 12,012 12,117 12,223 12,330 11,602

135 135 27 28 28 28 28 29 29 29 29 30 28
580 580 255 257 260 262 264 267 269 272 274 276 260

4 4 4 5 5 5 5 5 5 5 4
8,960 9,678 11,114 11,211 11,309 11,408 11,508 11,608 11,709 11,812 11,915 12,019 11,310

備品費
消耗品費 129 129 203 205 206 208 210 212 214 216 218 220 206
通信運搬費
光熱費 502 502 491 495 499 504 508 513 518 522 527 532 499
公課 84 85 86 86 87 88 89 90 90 91 86
委託料 5,520 5,520 4,546 4,587 4,628 4,670 4,712 4,754 4,797 4,840 4,884 4,927 4,628
その他 2,808 3,526 5,791 5,840 5,890 5,940 5,990 6,041 6,092 6,144 6,196 6,249 5,890

(3) 18,694 18,853 18,723 20,126 21,382 22,236 22,200 22,193 21,544 21,320 21,277 20,739 20,933
２． 1,279 1,229 1,194 1,372 1,169 986 784 672 590 513 444 383 1,101

(1) 1,213 1,163 1,181 1,359 1,155 972 770 658 576 498 430 369 1,087
(2) 66 66 13 13 14 14 14 14 14 14 14 14 14

(D) 29,647 30,474 31,319 32,999 34,152 34,924 34,789 34,773 34,146 33,950 33,944 33,452 33,637
(E) 731 △ 7,646 △ 2,133 △ 1,378 △ 1,711 △ 2,049 △ 2,374 △ 2,684 △ 1,532 △ 1,848 △ 2,162 △ 2,473 △ 1,929
(F) 867
(G)
(H) 867

1,597 △ 7,646 △ 2,133 △ 1,378 △ 1,711 △ 2,049 △ 2,374 △ 2,684 △ 1,532 △ 1,848 △ 2,162 △ 2,473 △ 1,929
(I) 2,510 △ 5,136 △ 7,269 △ 8,647 △ 10,358 △ 12,407 △ 14,782 △ 17,466 △ 18,998 △ 20,846 △ 23,008 △ 25,481
(J) 10,266 46,811 49,222 51,878 53,899 53,871 49,959 39,812 30,791 22,574 14,705 6,552

104 104 116 113 111 108 105 118 115 112 110
(K) 831 11,542 12,449 13,663 13,839 12,292 10,525 9,395 7,879 6,651 6,559 6,620

628 11,542 12,449 13,663 13,839 12,292 10,525 9,395 7,879 6,651 6,559 6,620

203 273 275 278 280 283 285 288 290 297 296
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 9,235 9,075 9,655 10,834 10,571 10,315 10,065 9,821 11,013 10,740 10,473 10,212 10,288

(N)

(O)

(P)

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計
営 業 費 用

職 員 給 与 費
基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
薬 品 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
そ の 他

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率 (（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

本年度
R7〜R11の

平均値

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2025 年 度 2026 年 度 2027 年 度 2028 年 度 2029 年 度 2030 年 度 2031 年 度 2032 年 度 2033 年 度 2034 年 度

１． 11,000 18,700 18,700 18,700 11,220

２．
３． 8,806 9,168 9,809 9,968 6,770 1,907 1,178 938 579 539 8,904

４． 286

５．
６．
７．
８． 1,760

９． 7,655

(A) 20,701 27,506 27,868 28,509 9,968 6,770 1,907 1,178 938 579 539 20,124

(B)

(C) 20,701 27,506 27,868 28,509 9,968 6,770 1,907 1,178 938 579 539 20,124
１． 14,267 18,700 18,700 18,700 11,220

２． 8,491 9,996 11,542 12,449 13,663 13,839 12,292 10,525 9,395 7,879 6,651 6,559 12,757

３．
４．
５．

(D) 22,758 9,996 30,242 31,149 32,363 13,839 12,292 10,525 9,395 7,879 6,651 6,559 23,977

(E) 2,057 9,996 2,736 3,281 3,854 3,872 5,522 8,618 8,217 6,941 6,073 6,020 3,853

１． 4,990

２．
３．
４． 2,057 5,006 2,736 3,281 3,854 3,872 5,522 8,618 8,217 6,941 6,073 6,020

(F) 2,057 9,996 2,736 3,281 3,854 3,872 5,522 8,618 8,217 6,941 6,073 6,020
△ 0 3,853

(G)

(H) 628 11,542 12,449 13,663 13,839 12,292 10,525 9,395 7,879 6,651 6,559 6,620

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2025 年 度 2026 年 度 2027 年 度 2028 年 度 2029 年 度 2030 年 度 2031 年 度 2032 年 度 2033 年 度 2034 年 度

808 661 488 324 150 75 57 42 32 27 486

507 412 304 202 93 47 35 26 20 17 304

301 249 184 122 57 29 22 16 12 10 183

8,806 9,168 9,809 9,968 6,770 1,907 1,178 938 579 539 8,904

5,525 5,752 6,154 6,254 4,247 1,197 739 588 363 338 5,586

3,281 3,416 3,655 3,714 2,522 711 439 349 216 201 3,318

9,614 9,829 10,297 10,292 6,919 1,983 1,235 980 611 567 9,390

企 業 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 金
他 会 計 補 助 金
他 会 計 負 担 金
他 会 計 借 入 金
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
固 定 資 産 売 却 代 金
工 事 負 担 金
そ の 他

計
(A)のうち翌年度へ繰り越
さ

純 計 (A)-(B)
建 設 改 良 費
う ち 職 員 給 与 費
企 業 債 償 還 金
他 会 計 長 期 借 入 返 還 金
他 会 計 へ の 支 出 金
そ の 他

計
資本的収入額が資本的支出額に
不足する額           (D)-(C)

損 益 勘 定 留 保 資 金
利 益 剰 余 金 処 分 額
繰 越 工 事 資 金
そ の 他

計
補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高
企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

本年度
R7〜R11の平

均値

補

塡

財

源

本年度
R7〜R11の平

均値

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

資

本

的

支

出



布設年月日 昭 和 38 年 9 月 9 日

給水人口 644人

計算期間
自 令 和 7 年 4 月
至 令 和 12 年 3 月

（　5年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

9,218 10,288 10,288

0 0 0

17 0 0

9,235 10,288 0 10,288

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

135 28 0 28

0 0 0 0

580 260 0 260

18,694 20,933 20,933 0

8,960 11,315 0 11,315

28,368 32,536 20,933 11,602

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

原価計算表

収　　入　　の　　部

金　　　　　　　　額

給 水 装 置 工 事 費

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部
金　　　　　　　　額

電 力 費

修 繕 費

用 水 費

減 価 償 却 費

そ の 他

小 計

浄 水 用 薬 品 費

電 力 費

修 繕 費

減 価 償 却 費

そ の 他

小 計

電 力 費

修 繕 費

減 価 償 却 費

そ の 他

小 計

項 目

料 金 (X)

項 目

人
　
件
　
費

給 料

人
　
件
　
費

人
　
件
　
費

取
水
・
貯
水
及
び
導
水
費

浄
水
及
び
送
水
費

配
　
　
　
水
　
　
　
費



　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

支　　出　　の　　部
金　　　　　　　　額

項 目

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,213 1,087 486 601

0 0 0 0

66 14 0 14

1,279 1,101 486 615

29,647 33,637 21,420 12,217

12,217

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.84

＜料金水準についての説明＞

材 料 費

そ の 他

小 計

備 品 費

消 耗 品 費

通 信 運 搬 費

光 熱 費

修 繕 費

公 課

支 払 利 息

減 価 償 却 費

そ の 他

小 計

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

　資本費に対する繰入を行っており、それにより大規模な設備改修等の経費は起債償還を通じて一般会計より補填し、収益的収支の不足額の
一部も基準外繰入としているが、維持管理費の高騰分は料金改定により回収するものとし、基準外繰入の縮小に努める。
　資産維持費については、赤字につき算定することができないため、計上していない。

給
水
装
置
工
事
費

人
　
件
　
費

人
　
件
　
費

一
　
般
　
管
　
理
　
費

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは，当分の間，その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、使
用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正かつ
効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「水道料金算定要領」（公益社
団法人日本水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

山形県　小国町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 簡易水道事業 C4 非設置 6,737 737.56 9.13 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
) －

- 76.42 9.72 3,388 644 1.80 357.78 【】

経営比較分析表（令和5年度決算）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

2. 老朽化の状況について

2. 老朽化の状況

全体総括

〈収益の分析〉
　経常収支比率は類似団体とほぼ同値となった。
また、料金回収率は平均を大幅に上回り、給水原価が平
均値を大幅に下回っていることから、整備に係る費用回
収は図られている。しかし、料金回収率が100%を下回っ
ていることから、料金改定による収益確保が求められ
る。
〈企業債残高の分析〉
　平成29年度以降に施設更新費用の借入を行っているた
め、企業債残高対給水収益比率が令和4年度から増加に
転じている。流動比率が高く、企業債残高が低いことか
ら設備投資が進んでいないため、計画的に更新工事を進
める必要がある。
〈施設利用率の分析〉
　施設利用率は類似団体並だが、50%台で低い。計画当
初の給水人口1,720人から現在は644人と、町の人口減少
と同調し減少し続けていることが、施設利用率の減少の
要因と考えられる。今後の施設更新にはダウンサイジン
グの検討もしなければならない。
　有収率は平均より高いが、漏水対策を含めて効率的な
給水を目指す。
〈経営の健全性・効率性について〉
　今後は老朽化や耐用年数を経過した設備への更新投資
が見込まれるため、活用可能な補助事業や繰入金、起債
による財源確保、給水収益向上を目的とした維持管理コ
ストの削減等の経営努力及び料金改定が必要である。

　現在は漏水修繕や故障機器の修繕等、老朽化施設の維
持管理が主要事業となっており、管路更新が進んでおら
ず、管路経年化率が平均値を大きく超えている。令和5
年度に管路更新を実施していないことから、今後計画的
な更新を検討すべき時期にさしかかっている。
　7つある簡易水道のうち4つで法定耐用年数を過ぎてい
る現状を踏まえ、経営面も考慮しながら、計画的な設備
更新が必要である。

　現在の経営は、現状維持という面では健全・効率
的な経営といえるが、将来的な老朽化を考慮すれ
ば、法定耐用年数を超えたものを更新していくため
計画的に更新投資していく必要がある。しかしなが
ら、近年給水区域内の人口が減少傾向であり、大幅
な料金収入の増加は見込めないため、今後の経営を維持
するための一般会計繰入金を協議したうえで維持管理コ
ストの削減に一層取り組む必要がある。同時にこれまで
取り組んできた未収金対策、料金改定の検討も進めてい
く。
　また、令和5年度より公営企業会計に移行したこ
とで、経営・財政状況を的確に把握し、今後改定する経
営戦略を基に、長期にわたり持続可能な事業展開を目指
す。


